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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

   四国アライアンス証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

 2012年7月31日（四国財務局長（金商）第21号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年   月 沿     革 

2012年   2月 会社設立 

2012年   7月 金融商品取引業登録、日本投資者保護基金加入 

2012年   8月 日本証券業協会加入 

2012年  10月 本店営業部、新居浜支店、今治支店、宇和島支店を開設 

2013年 10月 八幡浜支店を開設 

2015年 10月 本店営業部ご相談ブースを廃止 

2015年 11月 本店営業部を移設 

2017年 4月 四国中央支店を開設 

2018年 4月 商号変更（旧 いよぎん証券株式会社） 

2023年 10月 四国中央支店を新居浜支店へ統合 

2024年 10月 コンタクセンターを新設し営業企画部の傘下に配置 

2024年 10月 

本店営業部の傘下に八幡浜支店と宇和島支店を配置し名称

を「本店営業部八幡浜オフィス」および「本店営業部宇和島

オフィス」に変更 

2026年 2月 八幡浜オフィスを完全予約制へと移行し無人化 
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（２）経営の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                          

 

 

 

 

 

 

 ４．株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

株式会社 いよぎんホールディングス 60,000株  100.00％ 

計        1 名  100.00％ 

 

 ５．役員の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 亀井 保徳 有 常勤 

取締役管理本部長 福田 祥丈 無 常勤 

取締役営業本部長 山脇 隆 無 常勤 

取締役 栗田 修平 無 非常勤 

取締役 立花 宏司 無 非常勤 

監査役 須賀 裕 － 常勤 

監査役 伊藤 眞道 － 非常勤 
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 ６．政令で定める使用人の氏名 

（１）金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

氏   名 役  職  名 

福田 祥丈 取締役管理本部長 

木田 誠 コンプライアンス部長 

 

（２）投資助言業務（金融商品取引法第 28条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は

投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指

図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項

第 11号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投

資助言業務に関し当該投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券

関連業に該当するものに限る。）に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）

の氏名 

    該当なし 

 

 ７．業務の種別 

（１）第一種金融商品取引業（法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務） 

① 有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引 

② 有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引の媒

介、取次ぎまたは代理 

③ 取引所金融商品市場における有価証券の売買または市場デリバティブ取引の委託

の媒介、取次ぎまたは代理、または 外国金融商品市場における有価証券の売買また

は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理 

④ 有価証券の売出しまたは特定投資家向け売付け勧誘等 

⑤ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱いまたは私募若しくは特定投資家向け売付

け勧誘等の取扱い 

（２）有価証券等管理業務（法第28条第5項に掲げる行為に係る業務） 

① 有価証券取引またはデリバティブ取引に関して、顧客から金銭または有価証券の

預託を受けること 

② 「社債、株式等の振替に関する法律」に規定する社債等の振替を行うために口座

の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

（３）金融商品取引業に付随する業務（法第35条第1項に掲げる行為に係る業務） 

① 有価証券の貸借業務 

② 保護預り有価証券担保貸付業務 

③ 有価証券に関する顧客の代理業務 



 

5 

 

④ 受益証券に係る収益金、償還金または解約金の支払いに係る代理業務 

⑤ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息もしく

は償還金の支払に係る代理業務 

⑥ 累積投資契約の締結業務 

⑦ 有価証券に関連する情報の提供または助言業務 

⑧ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑨ 他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換もしくは株式移転に関す

る相談または仲介業務 

⑩ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑪ 通貨等の売買またはその媒介、取次ぎもしくは代理業務 

 

 ８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 〒790-0003 愛媛県松山市三番町五丁目10番地1 

本店営業部 〒790-0003 愛媛県松山市三番町五丁目10番地1 

今治支店 〒794-8614 愛媛県今治市常盤町四丁目2番地1 

新居浜支店 〒792-8614 愛媛県新居浜市繁本町5番20号 

本店営業部宇和島オフィス 〒798-8614 愛媛県宇和島市新町二丁目8番3号 

 

９．他に行っている事業の種類 

   該当なし 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターと手続実施基本契約を締結

する措置 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   日本証券業協会 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当なし 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期のわが国経済は、物価上昇や米国の通商政策を中心とした景気下押しの要因により、

一部に弱い動きも見られましたが、賃上げ効果と政府の物価高対応による実質賃金の改善

期待が個人消費を下支えし、緩やかな回復基調となりました。 

県内経済においても、賃上げ機運の高まりや賃金の引上げが続き、雇用・所得環境の改

善が進んでいるものの、人件費増加に加え、物価上昇により企業負担は増加しております。 

当社におきましては、上期前半はトランプ米大統領の関税政策をめぐる不透明感から投

資信託・債券の販売が低調となったものの、後半にはマーケット環境が堅調に推移したこ

とや移転キャンペーンの効果により販売額は大幅に改善しました。 

下期は、10月に発足した高市新政権への期待感やＡＩ投資拡大などから、2月末の米国・

イスラエルとイランの軍事衝突で株式相場の不透明感が増すまではマーケット環境が堅

調に推移したこともあり、株式の販売収益が増加しました。 

その結果、2025年度通期の営業収益は前年度比 205,739千円増加して 1,985,762千円と

なりました。また、販売費・一般管理費は、取引連動の取引関係費や委託先値上げによる

事務費の増加およびベースアップに伴う人件費増加を要因に前年度比 126,852千円増加し

1,893,687千円となった結果、経常利益は前年度比 80,264千円増加し 100,050千円、当期

純利益は 107,167千円増加して 82,601千円の利益となりました。 

2026 年度は、国内の物価上昇や金利環境の変化を背景に資産運用への関心が高まる一方、

中東情勢をはじめとする地政学リスクや世界経済の先行き不透明感など、金融市場を取り巻く環

境は引き続き厳しい状況が予想されます。しかしこうした環境の変化を新たな成長機会と捉えつ

つ、お客様の安定的な資産形成に向けて一層取り組み、引き続き高品質の金融・情報サー

ビスを提供してまいります。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

（１）経営成績等の推移                     （単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

資本金 3,000 3,000 3,000 

発行済株式総数 60,000 株 60,000 株 60,000 株 

営業収益 1,831 1,780 1,985 

（受入手数料） 1,507 1,642 1,870 

 （（委託手数料）） 352 321 429 

 （（引受け・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の手数料）） － － － 

（（募集・売出し・特定投資家向け売
付け勧誘等の取扱い手数料）） 528 543 550 

 （（その他の受入手数料）） 626 777 889 

（トレーディング損益） 319 133 109 

 （（株券等）） 77 61 28 

 （（債券等）） 248 141 86 

 （（その他）） △6 △69 △4 

純営業収益 1,830 1,779 1,985 

経常損益 31 19 100 

当期純損益 18 △24 82 

 

（２）有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

                    （単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自   己 11,664 9,880 5,185 

委   託 61,903 53,138 68,204 

計 73,567 63,019 73,390 

    

①－２ 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

       該当なし 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを

除く。） 
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（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 
売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家向け

売付け勧誘等の

取扱高 

２ 

０ 

２ 

４ 

年 

３ 

月 

期 

株券 
株数 － － － － － － － 

金額 － － － － － － － 

国債証券 －   11,186  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － 6,728 － 800 578 － － 

受益証券    134,389 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － 6,728 － 146,376 578 － － 

２ 

０ 

２ 

５ 

年 

３ 

月 

期 

株券 
株数 － － － － － － － 

金額 － － － － － － － 

国債証券 －   12,420   － 

地方債証券 －   －   － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － 2,531 － 800 371 － － 

受益証券    110,507 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － 2,531 － 123,727 371 － － 

２ 

０ 

２ 

６ 

年 

３ 

月 

期 

株券 
株数 － － － － － － － 

金額 － － － － － － － 

国債証券 －   14,778   － 

地方債証券 －   －   － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － 563 － 800 60 － － 

受益証券    107,149 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － 563 － 122,727 60 － － 
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②－２ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価

証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱

いの状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当なし 

 

   ②－３ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い

の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

       該当なし 

 

（３）その他業務の状況 

    該当なし 
 

（４）自己資本規制比率の状況                 （単位：％、百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 547.4 555.5 533.3 

固定化されていない自己資本（Ａ） 2,699 2,678 2,708 

リスク相当額（Ｂ） 493 482 507 

 

市場リスク相当額 9 4 4 

取引先リスク相当額 50 57 57 

基礎的リスク相当額 433 419 444 

暗号等資産等による控除額 - - - 

  

（５）使用人の総数及び外務員の総数                                   （単位：名） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

使用人 101 103 103 

（うち外務員） 95 97 95 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

（１）貸借対照表 

                          （単位：千円） 

科        目 第14期（2025年3月期） 第15期（2026年3月期） 

（ 資 産 の 部 ）             

流 動 資 産                 5,603,093         5,830,554  

 現 金 ・ 預 金                   2,103,833         2,013,615   

預 託 金                   2,900,404         3,064,082   

顧 客 分 別 金 信 託                  2,900,404         3,064,082   

トレーディング商品                         255               5   

 デリバティブ取引                        255               5   

約 定 見 返 勘 定                     435,704           551,502   

前 払 費 用                         820               762   

未 収 入 金                       5,143             8,511   

未 収 収 益                     156,931           192,074   

   

固 定 資 産           42,520   95,336   

有 形 固 定 資 産             29,418   83,356   

  建 物  475   0  

 器 具 備 品  6,743   59,062   

リ ー ス 資 産  22,199   24,293   

無 形 固 定 資 産             9,552   8,503   

ソ フ ト ウ ェ ア  9,552   8,503   

投 資 そ の 他 の 資 産  3,550    3,476   

  長 期 差 入 保 証 金            3,350    3,276   

求 償 債 権  31,398    31,398   

  そ の 他  1,000   1,000  

  貸 倒 引 当 金  △32,198   △32,198  

   

資 産 の 部 合 計             5,645,614 5,925,890 
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（単位：千円） 

科        目 第14期（2025年3月期） 第15期（2026年3月期） 

（ 負 債 の 部 ）             

流 動 負 債           2,858,177   3,052,016   

トレーディング商品             169   -  

  デリバティブ取引            169   -  

預 り 金             2,672,512   2,864,023   

  顧客からの預り金            2,156,710   2,058,896   

  そ の 他 の 預 り 金            515,801   805,127   

未 払 金             87,645   88,217   

未 払 費 用             11,701   11,349   

未 払 法 人 税 等             18,526   23,220   

賞 与 引 当 金             59,138   54,037   

リ ー ス 債 務  8,482   11,167   

   

固 定 負 債           65,940   69,775   

退 職 給 付 引 当 金  50,004   54,219   

リ ー ス 債 務  15,936   15,555   

   

特別法上の準備金            7,252   7,252  

金融商品取引責任準備金  7,252   7,252  

   

負 債 の 部 合 計             2,931,369 3,129,044 

（純 資 産 の 部）   

株 主 資 本  2,714,244   2,796,846   

 資 本 金  3,000,000   3,000,000  

 利 益 剰 余 金  △285,755   △203,153   

  その他利益剰余金  △285,755  △203,153   

   繰越利益剰余金  △285,755  △203,153   

   

純 資 産 の 部 合 計              2,714,244   2,796,846   

負債及び純資産の部合計              5,645,614   5,925,890   
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（２）損益計算書 

                          （単位：千円） 

科 目 第14期（2025年3月期） 第15期（2026年3月期） 

営 業 収 益 1,780,023 1,985,762 

受 入 手 数 料 1,642,753 1,870,469 

委 託 手 数 料 321,616 429,836 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 543,394 550,687 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 777,742 889,945 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 133,293 109,935 

株券等トレーディング損益 61,070 28,057 

債券等トレーディング損益 141,864 86,712 

その他のトレーディング損益 △69,641 △4,834 

金 融 収 益 3,975 5,358 

   

金 融 費 用  233 8 

純 営 業 収 益 1,779,789 1,985,754 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,766,835 1,893,687 

取 引 関 係 費 394,382 436,631 

人 件 費 823,769 846,589 

不 動 産 関 係 費 51,527 61,281 

事 務 費 432,565 470,006 

減 価 償 却 費 14,737 30,068 

租 税 公 課 22,185 22,877 

貸 倒 引 当 金 繰 入 - - 

そ の 他 27,668 26,233 

営 業 利 益 12,954 92,067 

営 業 外 収 益  6,843   8,186  

営 業 外 費 用  10   203  

経 常 利 益 19,786 100,050 

特 別 損 失  32,228   724  

貸 倒 引 当 金 繰 入 損  31,398   -  

   固 定 資 産 除 却 損  180   724  

金融商品取引責任準備金繰入  649   -  

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 12,441   99,325  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  12,124   16,723  

法 人 税 等 調 整 額 - - 

当 期 純 利 益 △24,566 82,601 
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（３）株主資本等変動計算書                                           

（単位：千円） 

第 14 期 株主資本 

純資産 

合 計 

自 2024年 4 月 1 日 

資本金 

利益剰余金 
株主資本 

合  計 
至 2025年 3月 31 日 その他利益剰余金 利益剰余金 
 繰越利益剰余金 合   計 

当期首残高 3,000,000 △261,188 △261,188 2,738,811 2,738,811 

当期変動額      

 当期純利益 －  △ 24,566 △ 24,566 △ 24,566 △ 24,566 

当期変動額合計 －  △ 24,566 △ 24,566 △ 24,566 △ 24,566 

当期末残高 3,000,000 △ 285,755 △ 285,755 2,714,244 2,714,244 

 

第 15 期 株主資本 

純資産 

合 計 

自 2025年 4 月 1 日 

資本金 

利益剰余金 
株主資本 

合  計 
至 2026年 3月 31 日 その他利益剰余金 利益剰余金 
 繰越利益剰余金 合   計 

当期首残高 3,000,000 △ 285,755 △ 285,755 2,714,244 2,714,244 

当期変動額      

 当期純利益 －  82,601 82,601 82,601 82,601 

当期変動額合計 －  82,601 82,601 82,601 82,601 

当期末残高 3,000,000 △ 203,153 △ 203,153 2,796,846 2,796,846 

 

（４）注記事項等 

重要な会計方針 
前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

１．トレーディング商品に属する有価証券等の評

価基準及び評価方法 

  トレーディング商品に属する有価証券等の評

価は、時価法により行っております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、2016年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物        10年 

器具・備品 ３年～13年 

 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、社内における利

１．トレーディング商品に属する有価証券等の評

価基準及び評価方法 

  トレーディング商品に属する有価証券等の評

価は、時価法により行っております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、2016年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

器具・備品 ３年～13年 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、社内における利
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前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

用可能期間（５年以内）に基づいて償却してお

ります。 

(3)リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、従

業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員への退職給付に備えるため、当事業

年度末における自己都合退職による期末要支

給額を計上しております。 

 (3) 貸倒引当金 

特定の債権について、回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

  受入手数料は、主に有価証券の売買等の媒介

及び投資信託の信託報酬に係る収益でありま

す。 

これらの収益の計上に関して、当社は顧客と

の契約に基づいて顧客へ有価証券又は有価証券

の対価を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、有価証券の売買の約定時点に

おいて、顧客が当該有価証券又は有価証券の対

価に対する支配を獲得して充足されると判断

し、約定時点で収益を認識しております。 

 

５．特別法上の準備金の計上基準 

  金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商

品取引法第46条の５及び金融商品取引業等に

関する内閣府令第175条の規定に定めるとこ

ろにより算出した額を計上しております。 

用可能期間（５年以内）に基づいて償却してお

ります。 

(3)リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、従

業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員への退職給付に備えるため、当事業

年度末における自己都合退職による期末要支

給額を計上しております。 

 (3) 貸倒引当金 

特定の債権について、回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

  受入手数料は、主に有価証券の売買等の媒介

及び投資信託の信託報酬に係る収益でありま

す。 

これらの収益の計上に関して、当社は顧客と

の契約に基づいて顧客へ有価証券又は有価証券

の対価を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、有価証券の売買の約定時点に

おいて、顧客が当該有価証券又は有価証券の対

価に対する支配を獲得して充足されると判断

し、約定時点で収益を認識しております。 

 

５．特別法上の準備金の計上基準 

  金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引

法第46条の５及び金融商品取引業等に関する内

閣府令第175条の規定に定めるところにより算

出した額を計上しております。 

 

   

貸借対照表に関する注記 
前事業年度 

（2025年 3月31日現在） 

当事業年度 

（2026年 3月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額  86,454千円 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額  72,669千円 
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損益計算書に関する注記 
前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

１．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

   経営管理手数料        12,800千円 

１．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

   経営管理手数料        13,200千円 
 

株主資本等変動計算書に関する注記 
前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

１．当事業年度末における発行済株式の数 

    普通株式         60,000 株 
１．当事業年度末における発行済株式の数 

   普通株式        60,000株 
 

税効果会計に関する注記 
前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当

金、退職給付引当金、繰越欠損金等であり、そ

の全額に対して評価性引当金を計上しており

ます。 

１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当

金、退職給付引当金、繰越欠損金等であり、そ

の全額に対して評価性引当金を計上しており

ます。 
 

金融商品に関する注記 

前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等

に限定しております。 

預り金は主に顧客から預った金銭の残高であ

り、金融商品取引法の定めに基づき、顧客分別金

として信託銀行に預託の上、分別管理しており

ます。預託金は主に当該顧客分別金に係る預託

によるものであります。 

なお、デリバティブ取引は、外債の販売に伴う

為替予約取引であり、投機的な取引は行わない

方針であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、現金は注記を省略しており、

預金、預託金、約定見返勘定、預り金、短期借入

金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。       

（単位:千円） 
 貸借対照表計上額 時 価 差 額 
デリバティブ取引（*1） 86 86 － 
デリバティブ取引計 86 86 － 

（*1） デリバティブ取引によって生じた正味の債

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等

に限定しております。 

預り金は主に顧客から預った金銭の残高であ

り、金融商品取引法の定めに基づき、顧客分別金

として信託銀行に預託の上、分別管理しており

ます。預託金は主に当該顧客分別金に係る預託

によるものであります。 

なお、デリバティブ取引は、外債の販売に伴う

為替予約取引であり、投機的な取引は行わない

方針であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、現金は注記を省略しており、

預金、預託金、約定見返勘定、預り金、短期借入

金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。       

（単位:千円） 
 貸借対照表計上額 時 価 差 額 
デリバティブ取引（*1） 5 5 － 
デリバティブ取引計 5 5 － 

（*1） デリバティブ取引によって生じた正味の債
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前事業年度 

自 2024年 4月 1日 

至 2025年 3月31日 

当事業年度 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月31日 

権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（）で表示し

ております。 

 

権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（）で表示し

ております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 
前事業年度 

（2025年 3月31日現在） 

当事業年度 

（2026年 3月31日現在） 

１．1 株当たり純資産額   45,237 円 41 銭 

２．1 株当たり当期純利益    △409 円 44 銭 

１．1 株当たり純資産額   46,614 円 11 銭 

２．1 株当たり当期純利益    1,376 円 69 銭 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                             （単位：百万円） 

（2025 年 3月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

該当なし - 

 

（2026 年 3月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

該当なし - 

 

３．保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益 

         （単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

２．固定資産       

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

合   計 － － － － － － 

   (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 
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４．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

（１）先物取引・オプション取引の状況 

① 株式 

                          （単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引       

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．株価指数オプション取

引 
      

 (1) 売建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

 

② 債券 

                           （単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引       

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．債券オプション取引       

 (1) 売建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
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（２）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

             （単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期  

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．有価証券先渡取引       

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．有価証券店頭指数等先 

渡取引 
      

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

３．有価証券店頭オプショ

ン取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建       

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

４．有価証券店頭指数等ス

ワップ取引 
－ － － － － － 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社の財務諸表は、会社法第 436条第 2項の規定に基づき、会計監査人である有限責任 

あずさ監査法人の監査を受け、監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社は、実効性ある法令等遵守態勢を確立するためコンプライアンス委員会を設置して

おり、さらに、コンプライアンスに関する全社的な課題を一元管理する主要な部署として

コンプライアンス部を設置しております。 

業務にかかる内部管理体制としては、日本証券業協会規則に基づく内部管理責任者及び

営業責任者を各部店に配置し、内部管理統括責任者を内部管理の責任者として、コンプラ

イアンス部において売買管理、コンプライアンスにかかる日々の指導、モニタリング等を

行っております。 

 

   コンプライアンス部の業務分掌は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【法務・コンプライアンスに関する業務】 

（１）関係法令遵守等の法務に関する事項 

（２）契約書等の法令チェックに関する事項 

（３）法務リスク管理に関する事項 

（４）コンプライアンスに係る諸施策の企画立案および指導に関する事項 

（５）広告審査に関する事項 

（６）証券事故および顧客との紛争等の処理に関する部店への指導、弁護士への委嘱、主

務官庁および業界団体への届出に関する事項 

（７）顧客の苦情処理、紛争処理等に関する事項 

（８）コンプライアンス委員会の運営に関する事項 

（９）反社会的勢力への対応に関する事項 

（10）マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与防止に関する事項 

（11）個人情報等の保護に関する事項 

【業務・売買管理に関する業務】 

（12）顧客の口座開設に係る審査および顧客取引状況の把握ならびに指導に関する事項 

（13）有価証券等の売買管理に関する事項 

（14）伊予銀行との弊害防止措置、法人関係情報、内部者取引、利益相反等の管理に関す

る事項 

（15）役職員の証券投資に関する事項 

（16）5％ルールに係る届出および指導等の統括に関する事項 

【監査・検査業務】 

（17）監査企画に関する事項 

（18）監査規程等の社内規程策定に関する事項 

（19）業務検査に関する事項 

（20）システム監査に関する事項 

（21）外部委託先管理に関する事項 

（22）主務官庁等の外部検査に関する事項 

【その他】 

（22）レピュテーショナルリスク管理に関する事項 

（23）所管業務に関する社員の教育・研修および指導に関する事項 

（24）その他所管業務に付帯する事項 
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 ２．分別管理等の状況 

（１）金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

                  （単位：百万円） 

項   目 
2025年 3月 31日 

現在の金額 
2026年 3月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 2,181 3,054 

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 2,904 3,064 

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 2,897 2,066 

 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株 券 株数  105,541千株          655千株  120,399千株           1,554千株 

債 券 額面金額 53,314百万円 48,926百万円 65,787百万円 54,370百万円 

受益証券 口数 127,112百万口 28,239百万口 135,423百万口 29,684百万口 

そ の 他 額面金額 39百万円 － 30百万円 － 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 －           千株 －           千株 

債券 額面金額   －         百万円   －         百万円 

受益証券 口数   －         百万口   －         百万口 

その他 額面金額 － － 

 

    ハ 管理の状況 

  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

証券保管振替機構（日本） 混合 株  券 13 千株 

証券保管振替機構（日本） 振替決済 

株  券 120,399 千株 

債  券 11,646 百万円 

受益証券 135,423 百万口 

ＥＴＦ 0 百万口 

その他 30 百万円 

日本銀行（日本） 振替決済 債  券 54,141 百万円 

本店・営業店 単純 株  券 0 千株 
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  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

ＪＰモルガン証券株式会社 

（日本） 
混合 債  券 82 百万円 

Mitsubishi UFJ Investor 

Services&Banking 

（ルクセンブルグ） 

混合 債  券 3,293 百万円 

Nomura Bank(Luxembourg)S.A. 

（ルクセンブルグ） 
混合 受益証券 5,261 百万口 

Sumitomo Mitsui Trust Bank, 

Limited(London Branch) 
混合 受益証券 24,423 百万口 

UBS証券株式会社 

（日本） 
混合 債  券 4,984 百万円 

クレディ・アグリコル証券株

式会社 

（日本） 

混合 債  券 555 百万円 

バークレイズ証券株式会社 

（日本） 
混合 債  券 10,572 百万円 

みずほ証券 

（日本） 
混合 債  券 95 百万円 

三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社（日本） 
混合 

株  式 1,540 千株 

受益証券 0 百万口 

東海東京証券株式会社 

（日本） 
混合 債  券 307 百万円 

野村證券株式会社 

（日本） 
混合 債  券 34,477 百万円 

 

   ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

     該当なし 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第２号に規定する権

利を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

     該当なし 

 

（２）金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

    該当なし 
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（３）金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

    ① 法第 43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 銭 － －  －  － 

有価証券等 － －  －  － 

 

   ② 法第 43条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 銭 － －  －  － 

有価証券等 － －  －  － 

 

（３－２） 

③ 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の

区分管理の状況 

    該当なし 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当なし 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

   該当なし 

 

以 上 


